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次世代教育の実現に向けた政策提言の基本的な考え方

イノベーションにより新たな価値を創出し、日本の産業競争力を強化するためには、

問題解決・社会実装力を兼ね備えたアントレプレナーシップを持った人材の存在
が必要不可欠

過去の経済成長による成功モデルが社会構造に染み付いていることから、

「失われた３０年」を取り戻し、よりイノベーションが生まれ
やすい社会構造変革が必要

従来の教育では、問題解決・社会実装力などの
資質や能力の育成は困難

教育を現代版にアップデートする
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次世代教育の実現に向けた政策提言（概要）

教育を現代版にアップデート

公教育等への投資拡大や政府支出による教育費の増加も必要不可欠

現行の学習指導要領に基づく教育内容では社会実装力など
社会で必要となる資質や能力の育成が困難

教職員が本来業務に専念できる環境作りが不十分

義務教育段階からのアントレ教育の体系化 （P6）

教育データ利活用前提の標準化・オープン化（P18）

企業版ふるさと納税制度等で質の高い教材（P13)

＜従来の教育＞ ＜次世代教育＞

デジタルイノベーター・コンピテンシー育成（P8）

「アントレ教育版ALT」で地域人材の確保（P15)

校務業務のデジタル原則徹底（P20）

学校フルクラウド化前提の遠隔教育促進（P20）

対応力向上のため教職員のリスキリング(P23)

学校ヘルプデスク・単純業務アウトソーシング(P23)

校務業務は紙とデジタルの両方の業務プロセスが存在

学習記録を中心とした教育データの標準化が道半ば

現行の制度下では特に次世代テクノロジー活用の教材や
人材の外部活用が不十分
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次世代教育の実現に向けた政策提言

教育を現代版にアップデートし、AIなどの次世代テクノロジーを活用しつつ、
社会や企業でイノベーションを起こす人材（デジタルイノベーター）を育成する。

＜教育を現代版にアップデートする３つの柱※１＞
✓ 次期学習指導要領への盛り込み（アントレ教育の義務教

育段階からの体系化のため、授業時数確保や情報教育の
時間数増、プログラム開発や評価制度の整備）

✓ 企業版ふるさと納税制度の改正等やアントレ教育版ALT
でテクノロジー活用前提の質の高い教材や地域人材確保

✓ 新経連学校教育連携プロジェクトによる実践活動

✓ 上記実現のため、教育データ利活用前提の教育データ
の標準化・統一化・オープン化

✓ 教育現場での校務業務のデジタル原則の徹底
✓ 学校フルクラウド化を前提とした遠隔教育活用の促進

と定点観測

✓ 対応力向上のため教職員のリスキングの実施（アント
レ教育、ICTやAIリテラシー）

✓ 教職員の働き方改革実現のため地方単位の学校ヘルプ
デスク充実や単純業務アウトソーシング

アントレプレナー
シップ教育※２

の実現

１

教育DXの加速２

教職員の
対応力向上

３
※１ ３つの柱を支える土台として、公教育への投資拡大や政府支出による教育費割合の増加、 ※２新経連が目指すアントレプレナーシップ教育のビジョンを定義



１．アントレプレナーシップ教育の実現



6

1 - 1 デジタルイノベーター育成のための
制度改革の実施

従来の教育プログラムでは、次世代テクノロジーを活
用しつつ、社会や企業でイノベーションを起こせる人材
に必要となる資質や能力の基礎を義務教育段階から体系
的に育むことには限界（意義・必要性の不明確性、プロ
グラムの整備が不十分、時間確保が不十分、効果測定が
不明確など）。

「起業」という選択肢や手段が当たり前となり、教育
の選択肢に多様性を持たせ、変革意欲を持った「デジタ
ルイノベーター」を育成するためには 教育を現代版に
アップデートする必要がある。（7頁参照）

この実現のためには、子供たちの教科書や時間割の前
提となる「学習指導要領」を改訂し、総合的な学習（探
究）の時間の一部の学習であるアントレプレナーシップ
教育（以下「アントレ教育」）を初等教育から実施し、
また、教育のゴールを「受験」や「学力」から、実社会
から逆算した物差しに変えていく必要がある。

次期学習指導要領において、義務教育段階からのアントレ教育を明確
に位置付け、その枠組みとプログラムを明確にする(具体的には下記)。
そのゴールに向けた議論検討を早急に実施するべき。

１．アントレ教育の意義・必要性などを明確化するとともに、育む基礎
的な資質や能力を規定する。（８・９頁参照）
→議論の参考として『新経済連盟・デジタルイノベーター人材コンピテン
シー』を提示

２．上記１．の資質や能力を育むための小中高における教育プログラ
ムを開発するとともに必要な授業時数を確保する※（10～12頁参
照）。
→年代別の教育プログラムや授業時数のイメージを提示。
教育プログラムの開発に当たっては先行的に官民連携で今まで実施
されている事例も研究していくべき※。

３．効果測定方法を整備する。
→大学入試改革を念頭に置き、国主導で既存の学習評価に代わる新
しい評価指標や評価方法を整備する。

※授業時数の確保は、「授業時数特例校制度」を活用すれば、各教科の授業時数の配分を見
直し、総合的な学習等の時間に上乗せすることにより実現可能。授業時数の確保やプログラム
の内容は、2024年度から開始される東京都渋谷区「シブヤ未来科」がひとつのモデルになりう
る（12頁参照）。

ア ン ト レ プ レ ナ ー シ ッ プ 教 育 の 実 現
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小中学校段階におけるアントレ教育実施の意義

総合的な学習/探究の時間の一部の学習で

あるアントレ教育を行っている学校は存在す

るものの、2021年に実施された「グローバ

ル・アントレプレナーシップ・モニター調

査」の結果によると、国際的に比較した場合、

「小中高における起業家教育」は、３２位中

３１位と極めて低調な結果だった。

大学段階と比較した場合、小中高段階にお

けるアントレ教育の実践が課題として急務で

あることが伺える。

専門家調査の調査項目別の日本の順位（32 か国中ランキング）

（出典：グローバル・アントレプレナーシップ・モニター調査 2021 ）

小中学高等校における起業家教育

（出典：グローバル・アントレプレナーシップ・モニター調査 2021年）
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新経済連盟・『デジタルイノベーター人材コンピテンシー』

新経済連盟が考えるアントレプレナーシッ

プ教育は、次世代テクノロジーの力を活用し

つつ、既存のモノやコトを掛け合わせて、

新しい価値を生み出すことができる基礎的な

資質や能力を養うことが目的である。

必ずしも会社を作る（＝起業する）ことが

ゴールではないが、ゼロからイチを生み出す

といったアントレプレナーに必要な資質や能

力を養うことも可能と考える。これらの資質

等を備えた人材の活躍が期待される場は、会

社から社会、そして家庭にまで多岐にわたる。

初等教育からアントレ教育を実施すること

で、課題を自ら設定した上で次世代テクノロ

ジーを活用し、サステナビリティ対応などの

社会を良くするアクションまで実現できるデ

ジタルイノベーター人材を一人でも多く輩出

する。これにより、人材の流動性を加速させ

ることも期待。

デジタルイノベーター人材コンピテンシー（アントレ教育で育まれる資質や能力）

ビジョン・ドリブン思考力

（目的から考えて、関心や意欲を持ちながら行動やレベルアップすることができる能力）

問題解決・社会実装力

（問題が何かを見極め、その解決に必要な方策を適切に選択し、 それを実行できる能力） 

セルフ・リーダーシップ力

（自分自身が望む方向へ導く能力）

共創コミュニケーション力

（多様な他者との意思疎通することができる能力）

レジリエンス力

（失敗しても、それを次なる成功のための教訓・ヒントと考えることのできる能力） 

（出典：次世代教育WGでの議論を踏まえ新経済連盟事務局作成）
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「アントレプレナーシップ教育」の位置付け等

（機能）

携帯OSの比喩で言えば、学習全体を管理制御する基本的か

つ横断的な機能。既存教科の学習というアプリの作動は、アン

トレ教育というＯＳのもとに、アウトプットとして行われる。

（教育プログラムにおいて必要な要素）

前頁の資質や能力を育むためには、自分以外の他者との対話

を通した「リフレクション」を実施することが必要不可欠。

（キャリア教育との関係）

自分自身の将来をデザインする能力などを養うキャリア教育

は、アントレ教育が行わわれることでより効果を発揮する。

（情報教育との関係）

当連盟が考えるアントレ教育には、デジタル・情報活用力は

必要不可欠であるため、情報教育の充実も必要不可欠である。

期待される他教育や教科とのシナジー効果

（出典：次世代教育WGでの議論を踏まえ新経済連盟事務局作成）

アントレ教育（OS）

教
科
（
ア
プ
リ
）

キャリア教育

教
科
（
ア
プ
リ
）

教
科
（
ア
プ
リ
）

教
科
（
ア
プ
リ
）
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アントレ教育の年代別プログラム等のイメージ

小・中学校 高校 大学 社会人

ア
ン
ト
レ
教
育

情
報
教
育

➢ 上記教育に必要な情報活用力やAIリテラシー育成のために授業時数
をさらに増加

➢ 最低週１コマの実施が必要

➢ 総合的な学習の中でSTEAM要素
を取り入れたアントレ教育を実施

➢ 定期的に実施

➢ 総合的な探究の中でビジネ
スや金融の要素をより取り
入れ、実践的なアントレ教
育を実施

➢ 新しい評価指標や評価方法を整備

➢ 大学でのアント
レプレナーシッ
プ教育を充実強
化

全ての高校卒業生が基礎的な資質や能力を習得【 １００万人/年】

➢ 基礎的な資質や能力を習得
➢ 学び・アウトプットや実装・リフレクションのサイクルを確保

➢ 企業による社
内教育システ
ム

➢ 社内ビジネス
プランコンテ
スト実施など
アントレを涵
養する社内環
境の整備 等

（出典：次世代教育WGでの議論を踏まえ新経済連盟事務局で作成）
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アントレ教育の学習指導要領上における位置づけ
アントレ教育は、現行の学習指導要領上、明確に教科や科目としては存在しないが、総合的な学習/探究の時間、特別活動や

社会科の中で取り組まれていることが多いため、明記が必要である。これにより、他者と協働的に問題を解決したり、問題解決

の過程を自ら振り返ったりすることが可能になり、日常生活や社会の課題を自ら設定した上で良くするアクションまで実現でき

る人材（アントレプレナー含む）に必要なマインド、資質や能力を身に着ける教育プログラムにする。

なお、アントレ教育に必要な情報活用力やAIリテラシーを育成する時間や科目が小学校には明確に存在せず、中学校では技術・家庭に位置づけ

られているが、ごく限られた時間しか確保されていない。さらに、高校「情報Ⅰ」においてもAIリテラシー育成の内容は明確に設定されていない。

小・中・高と一貫した教育が可能なように情報活用力やAIリテラシーを育成する教科・科目を設定すると同時に、これまでよりも授業時数を増加

すべき。

小学校及び中学校の科目と授業時数

高校の科目と授業時数

（出典：文部科学省「学習指導要領」2017年）（出典：文部科学省「学習指導要領」2017年）
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授業時数特例校制度を活用した東京都渋谷区「シブヤ未来科」による事例

東京都渋谷区では、文部科学省の「授業時数特例

校制度」を活用することにより、渋谷区全小・中学

校で午後に総合的な学習の時間等の授業を実現する

「シブヤ未来科」を今年４月からスタートさせる。

この渋谷区の取り組みをモデルとして、アントレ

教育にも活用することにより、必要な授業時数の確

保が可能となり、最低週１コマの同教育実施が実現

できる。

渋谷区の取組み概要

（教育目標）

「 自 ら 考 え 判 断 して 学 び 続 け て い く自 己 調 整 力 」  「 多様 な 仲 間 と

協 働 し て 新 た な 価 値 を 生 み 出 す 創 造 力 」 「 自 分 が 思 い 描 く 未 来 を

実現していく挑戦力」の育成

（教育プログラムの狙い）

教 科 の 学 習 で 培 っ た 見 方 や 考 え 方 ・ ス キ ル は 、 日 常 生 活 や 社 会 の

事 象 を 考 察 す る 場 面 に お い て 生 か さ れ な く て は 本 当 の 学 力 と し て

身につかない。

（教育プログラムの手法）

個 別 最 適 な 学 び 、 協 働 的 な 学 び 、 探 究 的 な 学 び を 重 視 。 他 者 と 協

働 的 に 問 題 を 解 決 し た り 、 問 題 解 決 の 過 程 を 自 ら 振 り 返 っ た り 、

方法や手順を的確に記述したり伝え合ったりする。

（出典：東京都渋谷区「シブヤ未来科」2024年）

授業時数特例校制度活用による総合的な学習の時間の確保
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1 - 2 次世代テクノロジーや外部民間
サービスの活用を前提とした
教材・人材等の整備と支援の充実

アントレ教育の実現には、実績やノウハウの蓄
積がある外部民間サービスの活用を前提とした教
材・人材の整備が必要。一方で、文部科学省の予
算の大半は、教職員などの人件費と設備関係費で
あるため、同サービスの活用を前提とした教育活
動の費用は限定的である。（14頁参照）

  この現状を打破するためには、民間の力を活用
して教育現場に直接資金の流れをつくることも必
要。現行の企業版ふるさと納税は有効な手法であ
るが、現状では使い勝手が悪い点もあり、教育分
野における活用事例の数は限られている。

企業としては、教育現場との接点が少なく、手
法が分からないため、実際の現場で必要な教材や
人材のニーズ吸い上げきることが困難な面もある。

次世代テクノロジーを活用して身近な問題解決を学習するこ
とを可能とする質の高い教材や外部人材等を十分確保するため
に、以下を講ずるべき。

１．政府による教育費用への支出を増加させる
①理科教育振興法による補助制度の対象範囲を理科・数学の2教科

だけでなく、他教科を含むSTEAM教育全般に拡大。また、設備・
機材などのハードだけでなくツールやソフトウェアにも拡大。

②AI活用を含む次世代テクノロジー実装のための支援
③新たな教育プログラム等を生み出すための官民連携プログラムの枠

組みの構築と支援

２．民間から公教育等への資金の流れを拡大する
①企業版ふるさと納税制度の延長拡充と制度活用に向けた環境整備

（本社所在自治体への寄付は対象外となっている要件の緩和、特定自
治体への寄付に対する株主への理解拡大に向けた環境整備など）

②遺贈や寄付の活用の拡大その他税制優遇措置※の検討
※ 昨 年 の 税 制 改 正 要 望 で 、 寄 附 税 制 の 見 直 し や L E E D F 教 育 （ リ ー ダ ー シ ッ プ 、 英 語 、 起 業

家 、 デ ジ タ ル 、 金 融 教 育 ） を 提 供 す る 外 部 事 業 者 へ の 税 制 優 遇 等 を 提 案 済 み

３．外部人材活用の仕組みを構築する
アントレプレナーシップ推進大使の充実強化を図っていくとともに、

JETプログラム外国語指導助手（ALT）の取組をモデルに、「アント
レ教育版ALT（仮称）」を創設し、地域のアントレ人材を教員の助手
として配置する仕組みを構築すべき。（15頁参照）

  

ア ン ト レ プ レ ナ ー シ ッ プ 教 育 の 実 現
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教育現場における教育活動の費用及び企業からの参入障壁

学校教育費の支出項目の内訳

文部科学省の予算の大半は教職員などの人件費と設備関係費であるため、柔軟に外部民間サービスの活用をす

るために教育活動の費用を捻出することは困難。

また、企業としても教育現場への参入に関心は高いが、教育現場との接点が少なく、手法が分からないため、

実際の現場で必要な教材や人材のニーズ吸い上げることが困難という実態がある。

（出典：経済産業省「イノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会」資料）

企業が教育支援活動を実施していない理由
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「アントレ教育版ALT（仮称）」の創設について

JETプログラムは、地域における外国語教

育の充実を図るとともに地域レベルでの国際

交流を推進することを目的に、総務省、外務

省、文部科学省及び一般財団法人自治体国際

化協会（CLAIR）の協力の下、地方公共団体

等が主体となって実施しているプログラムで、

その一つがＡＬＴ（外国語指導助手：

Assistant Language Teacher）であり、

同プログラムにより招致した外国語指導助手

が小学校・中学校や高等学校等で外国語の授

業等の協力に従事。

本取組をモデルにして、「アントレ教育版

ALT（仮称）」を創設し、アントレ教育の分

野に精通した外部人材や地域の起業家などを

戦略的に配置することにより、アントレ教育

の実施に必要な人材を確保する。

JETプログラム外国語指導助手（JET-ALT）活動事例集

（出典：JETプログラム外国語指導助手（JET-ALT）活動事例集（2023年））
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1 - 3
アントレ教育の普及や促進を支える
官民連携活動の推進

アントレ教育を教育現場からも広げていくため
には、次期学習指導要領への反映を待たずして、
官民の連携のもとに必要な実践が行われていくこ
とも重要である。例えば、アントレ教育の意義に
賛同する企業が集まり、民間主体で学校の創設や
学校との提携を行い、アントレ教育に力を入れる
学校を増やしていく必要がある。

その一方で、起業体験に近しい高校生向けの標
準的なカリキュラムは存在する一方で、教育学的
な考え方を十分に活かした小・中学生向けのカリ
キュラムは十分に整備されていない。

１．次世代テクノロジーを活用した教育プログラム等の整備
（１）アントレ教育に特化した情報一元化プラットフォームの

構築
（２）小・中学生向けの全国的なモデルとなる標準カリキュラ

ムを開発。その際、「官民コンソ―シアム」を設立するな
ど官民連携の枠組みを作ることにより、民間視点を反映で
きるようにする。

２．官民が連携した先進的な取組みの推進のための環境整備
(１)民間協力による先導的な取組みを支援する仕組みの整備と

  必要な支援措置の検討
(２)民間での自主的な取組みや官民連携を進める環境整備

  ① 知 名 力 や 人 的 リ ソ ー ス を 活 か し た ア ン ト レ 教 育 の 教 材 開 発 と 普 及 啓 発

② 賛 同 が 得 ら れ る 学 校 と の 連 携 の 拡 大
③ 賛 同 が 得 ら れ る 企 業 か ら 資 金 を 集 め （ ク ラ イ ド フ ァ ン デ ィ ン グ の 活 用 や 寄 附 の 拡

大 な ど ） 、 ア ン ト レ 教 育 導 入 に 必 要 な 教 育 現 場 へ の 支 援 を 強 化
④ 通 信 制 学 校 や サ ポ ー ト 校 の 併 用 に よ る 学 校 創 設

  なお、当連盟自身も、上記1．及び２．の提言内容を実践する
ため、『新経済連盟学校教育連携プロジェクト』という名称で
活動を継続していく予定。

ア ン ト レ プ レ ナ ー シ ッ プ 教 育 の 実 現



２．教育DXの加速
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2 - 1 教育データ利活用を前提とした
教育データの標準化・統一化・オープン化

教育データの利活用等には、相互運用性が不可
欠であり、そのコアとなる教育データの中で主体
情報と内容情報の検討は進んでいる一方で、活動
情報の標準化・統一化や教育データ保存や相互運
用性を担保する仕組みの議論が進んでいない。

教育データのうち基本情報の一部（学校名や住
所、学習指導要領コード）はオープン化されてい
るが、それ以外の情報は国が学校や教育委員会が
入力した情報を集計した上で公表しているため、
諸外国と比較した場合、市民が教育データに直
接・タイムリーにアクセスする環境整備が不十分
である。

教育データを誰がどのように収集し、どのように活用し
ていくかという全体プランについて政府部内でのさらなる
深めた議論と幅広い関係者による議論が必要である。

その上で、活動情報（学習記録、成績・評価や出欠
記録）を中心とした教育データについて、国が関係団体
標準仕様（APPLIC等）の扱い含め標準化・統一化
した上で、公開すべき。また、データ相互運用性の観点
から、市区町村ではなく、都道府県単位での校務業務
システムの共同調達・共同利用を加速させるべき。

中長期的には、デジタル時代に即した地方分権のあり
方を教育含め見直し、国が教育データ（個人データ除
く）を蓄積可能なシステムを整備し、 教育委員会などか
ら集めた教育データを広くオープン化すべき。

なお、この検討の際には、英国教育省のNPDや米国
教育省のEDFactsの取組や文科省の全国学力・学習
状況調査の利活用が参考になる。

教 育 D X の 加 速
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米国および英国における教育データをデータベースで蓄積している事例

米国の場合、それぞれの学校・学区で使用さ

れるSIS において蓄積される教育データは、州

全域を対象とする  SLDS と呼ばれるデータシス

テム、そして国全体の教育データを対象とする

米国教育省）の教育情報システム  である

”EDFacts” にも送られ、蓄積・分析されてい

る。

また、英国の場合、中高の学校には、MISと

呼ばれる校務システムが導入されており、MIS

のデータは、英教育省のデータベース”NPD

（National  Pupil  Database）”に蓄積され、

匿名化などを施した後、英教育省のホームペー

ジで一般公開している。

米国の教育データシステム整備状況

（出典：国立情報学研究所・株式会社KDDI総合研究所
「米国における教育のデータ駆動化に関する調査報告書」2023年）
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2 - 2 学校フルクラウド化を前提とした
校務業務のデジタル原則の徹底

校務業務は、紙とデジタルの両方の業務プロセ
スが存在しているため、パブリッククラウド環境
を前提としたフルクラウド型校務支援システムの
導入・活用を推進。

国はシステム・帳票のばらつき等を標準化する
ための調査・実証を行うとしているが、システム
を用いて原本の電子保存が可能である校務業務で
も、現場では紙媒体の運用が行われており、デジ
タル完結が実現していない実態がある。

中山間地域などを中心に遠隔教育のニーズは高
いが、昨年12月のデジタル行財政改革中間とり
まとめでは、授業を受信側の教室には教員以外の
職員配置は特例を除き対応不可のため、この活用
は限定的である。

フルクラウド型校務支援システムを導入す
るにあたって、クラウド、システムともに
オープンのフルクラウド型（SaaS型）を目
指すべき。

帳票の標準化は通過点であり、デジタル完結
（ペーパーレス）を目指すべきで、指導要録や

家庭向けに紙で配布される補助教材を対象に取り
上げ、このデジタル化率を主要なKPIとして設定す
ることにより、現場の実態に即したデジタル行財政
改革を実現すべき。

遠隔教育の活用を促進するには、教員の代わり
に事務職員等を配置可能にする措置やネットワー
ク構築の環境整備への予算支援含め恒常的な措
置を行うなど、公教育への予算も増やすべき。

教 育 D X の 加 速
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校務業務の中で紙媒体による運用が行われている指導要録について

指導要録は文部科学省がすでに「押印を省略した原本の電子保存が可能」である旨を教育委員会等に通知してい

る一方で、2023年12月に同省が公表したチェックリストに基づく学校へのヒアリング結果によると教育現場では

「指導要録を校務支援システムで作成後、紙で打ち出し、学校印を押印し保管している。」という実態が浮き彫り

になっている。

校務DXチェックリストに基づく学校へのヒアリング結果

（出典：文部科学省「GIGAスクール構想の下での校務DX化チェックリスト～学校・教育委員会の自己点検結果～」2024年）
（出典：文部科学省「指導要録の原本の電子保存による校務の情報化の推進」2023年）

指導要録の原本の電子保存



３．教職員の対応力向上
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3 - 1 教職員向けリスキリング促進や学校ヘルプ
デスク充実や単純業務アウトソーシング

校務のDX化に向けた議論が加速している一方
で、それを使う立場にある教職員の対応力向上の
ための方策、それを支えるICT支援要員の力量の
ばらつきや現場での勤務日数の短さなど、教職員
が本来業務に専念できる環境作りの議論が不十分。

教職員の大半は教職課程でアントレ教育の内容
や効果を学んでおらず、教職員間の意識が大きく
異なっているため、アントレ教育を体験・学習で
きる機会の提供が必要。

教職員のICT対応力を向上させるためのリ
スキリング促進のほか、教職員の働き方改革
を実現するため、教職員からの問い合わせ対
応を行う地方単位の学校ヘルプデスクの充実、
単純な事務作業（調査等への回答や成績処理
など）は軽減するため、アウトソーシングや
AIなどの次世代テクノロジーを積極的に活
用すべき。

上記のリスキリング促進の一環として、ア
ントレ教育を体験・学習できる機会やAIリ
テラシー研修を提供し、この際には国の「教
員研修プラットフォーム」を活用した研修コ
ンテンツ開発に学校法人以外も広く参加させ
るべき。

教 職 員 の 対 応 力 向 上
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教育現場でアウトソーシングが期待される校務業務の事例

日本教職員組合が2023年に学校等の教職

員向けに行った調査結果によると、教員が担

う必要のない業務として「調査・統計等への

回答」が約96％、また教員の業務だが負担軽

減が可能な業務として「学校評価や生成処

理」や「授業準備」がそれぞれ約70 %とい

う回答結果だった。

こういった業務のうち単純な事務作業

（データ入力、転記等）を積極的にアウト

ソーシングすることや次世代テクノロジーを

活用することで、作業を効率化し、教職員の

校務業務を削減することにより、教職員の働

き方改革を実現すべき。

校務業務における働き方改革の進捗への期待

（出典：日本教職員組合「2023 年学校現場の働き方改革に関する意識調査」2023年7～8 月実施）
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「GIGAスクール運営支援センター」を活用した学校ヘルプデスクの充実

GIGAスクール運営支援センター機能の拡充

（出典： 文部科学省「新たな教師の学び」を支える研修体制の構築 ）

ICT支援要員の力量のばらつきや教育現場

での勤務日数の短さなどを解消するために、

既存の「GIGAスクール運営支援センター」

の機能を拡充の上、教職員からの問い合わせ

対応を行う地方単位の学校ヘルプデスクの充

実を図る必要があるとともに、これら業務に

おいても生成AIサービスを活用し効率化を図

ることにより、教職員の働き方改革を実現す

べき。

また、教育現場がICT支援要員に期待する

力量や実態と教育委員会が募集する同要員の

募集要項では乖離が生じているケースも存在

するため、業務の明確化など教育現場の実態

に即した募集要項を作成することも重要であ

る。
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「教員研修プラットフォーム」を活用した教職員向けのリスキリング

文部科学省の教員研修プラットフォーム

（出典： 文部科学省「新たな教師の学び」を支える研修体制の構築 ）

文部科学省が整備を進めている「教員研修

プラットフォーム」を有効に活用することに

より、教職員向けにアントレ教育を体験・学

習できる機会を提供することを可能にする。

アントレ教育で育まれる資質・能力は、

教職員に求められるそれとは大きく異なるた

め、本プラットフォームで活用するオンライ

ン研修コンテンツの作成は、各教育委員会や

学校法人主導ではなく、民間から外部人材等

を積極的に活用すべき。



Appendix
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アントレ教育の実例と効果①
ライフイズテック株式会社が2023年９月に名古屋市で実施した「中学生向け起業家育成講座～ナゴヤスタート

アップ２Days」のイベント参加者へのアンケート結果によると、ITを使った身近な課題解決や起業への興味について、

ポジティブなフィードバックが得られた。

（出典： ライフイズテック株式会社プレゼン資料 ）（出典： ライフイズテック株式会社プレゼン資料 ）
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アントレ教育の実例と効果②
中小企業基盤整備機構が実施した「起業家教育プログラム」を受講した高等学校10校の生徒506名へのアンケート

結果によると、アントレプレナーシップに関する意識調査や起業に対する関心等についてポジティブなフィードバッ

クが得られた。

（出典：中小企業基盤整備機構「起業家教育プログラム導入支援事例集」2024年）
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アントレ教育の実例と効果③
株式会社教育と探求社が中学・高校在学中に探究学習に取り組み、卒業後10年経った卒業生75名を対象に行った

アンケート結果によると、ポジティブなフィードバックが得られている。

探究学習における試行錯誤が、大学・社会人での学び・成長に影響を及ぼす可能性が高いため、アントレプレナー

シップ教育の実施により、さらに生徒の問題解決・社会実装力が高まることを期待。

（出典：株式会社 教育と探求社プレゼン資料）（出典：株式会社教育と探求社プレゼン資料）
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生成AIの教育利用のために必要な政策

学校でのAI活用を想定した場合の重要政策

（出典： 新経済連盟主催の最先端ビジネスセミナーでのライフイズテック株式会社プレゼン資料）

生成AIの利用によって、子どもたちの創造性が引き出され、高いレベルで深い学びを実現できることや学校教

育での活用事例も徐々に出てきており、また教師の校務業務負担軽減の可能性がある。

今後、生成AIの教育利用のために必要な政策として、義務教育段階でのAIリテラシーの学習時間確保や教職員

向けAIリテラシー研修の必修化などが極めて重要になってくる。



32

日本とOECD加盟国の教育費用比較

一般政府総支出に占める公財政教育支出の割合、教育段階別（2 0 1 9  年）

（出典：OECD Education at a Glance 2022: OECD Indicators）

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が２０１９年時点における国内総生産（ＧＤＰ）に占める教育機関への公的支出

の割合を発表しており、この中で日本の一般政府総支出に占める初等から高等教育への公財政支出の割合は  7.8%

で、OECD 平均  10.6%を下回っている。なお、初等から高等教育機関に対する支出の対 GDP 比は  OECD 平

均  4.9%、日本では  4.0%となっている。
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新経済連盟・次世代教育ワーキンググループ（WG）

⚫    次世代人材を育てるためのアントレプレナーシップ・STEAM教育、教育現場のDX化への関心が高まる
なか、2023年6月に「次世代教育ワーキンググループ」を新たに設置。

⚫ 会員企業（教育系の事業）を中心に、29社（今年４月現在）が所属し、これまでに会員企業によるプレ
ゼンテーションや関係省庁との意見交換などを中心に実施。

⚫ WGの下に「アントレプレナーシップ教育部会」と「教育DX部会」という2つの部会も設置し、アント
レプレナーシップ・STEAM教育のほか、校務DX、GIGAスクール構想の推進、教育データ（学習ログ含
む）の分析や利活用などについて議論を行ってきた。

教育DX部会

アントレプレナー
シップ教育部会

次世代型教育WG

• アントレプレナーシップとアントレプ
レナー教育

• STEAM教育、探求教育

• 校務DX
• GIGAスクール構想の更なる推進
• 教育データの分析や利活用

教育改革PT

WG組織図

• 意思決定や新しいイニシアティブに関する議論
• 各部会から活動報告
• リスキング教育 など
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次世代教育WGメンバー企業一覧

• トランスコスモス株式会社
• 株式会社クラウドワークス
• 株式会社ウィザス
• 株式会社井上ビジネスコンサルタンツ
• KLab株式会社
• アルー株式会社
• 株式会社inglow 
• インヴェンティット株式会社
• インプロ・グループ株式会社
• 株式会社エイアンドピープル
• 株式会社LX DESIGN 
• 株式会社ガッコム 
• 株式会社教育と探求社
• 株式会社クロスコミュニケーションズ
• 株式会社グレイスグループ

• テクマトリックス株式会社
• 株式会社スカイウイル
• ZVC JAPAN株式会社 
• 株式会社テクノフジタ 
• 株式会社東京個別指導学院
• ナショナル・コンピュータ
・システムズ・ジャパン株式会社

• 株式会社ネオレックス
• 株式会社ValuesFusion
• 株式会社メディアオーパスプラス
• Plug and Play Japan株式会社
• フューチャー株式会社
• ライフイズテック株式会社
• ランゲージワン株式会社
• 株式会社わたしのお教室
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